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告　　　　　示

山形県告示第688号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり廃止

する旨の届出があった。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

指定居宅サービス事業者の

名称又は氏名
事業所の名称及び所在地 サービスの種類 廃止年月日

特定非営利活動法人

あらた

障がい者サポートセンターあらた

酒田市東町一丁目15番地の25
通　 所　 介　 護 令和 4. 8.31

山形県告示第689号

　平成12年３月県告示第303号（実技試験に係る技能検定試験手数料の額）の一部を次のように改正する。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　第２項の表検定職種の欄中「、陶磁器製造」を削る。

山形県告示第690号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、米沢平野土地改良区

理事長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があった。
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　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　公共測量を実施する地域

　　東置賜郡高畠町大字一本柳、大字柏木目、大字中里、大字泉岡、大字高畠及び大字高安地内

２　公共測量を実施する期間

　　令和４年８月８日から同年12月23日まで

３　作業の種類

　　公共測量（基準点測量）

山形県告示第691号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において令和４年９月２日から同月16日まで縦覧に供する。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　道路の種類　　県道

２　路　線　名　　鶴岡羽黒線

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

区　　　　　　　　　　間 旧新の別 敷地の幅員 延　　長

鶴岡市馬場町４番８地先から

同　　　 　 ９番２地先まで
旧

33.5メートル

～ 　

19.2　
24

メートル

同　　　　　　　　　　上 新
33.5メートル

～ 　

19.2　
同　上

山形県告示第692号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において令和４年９月２日から同月16日まで縦覧に供する。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　道路の種類　　県道

２　路　線　名　　鶴岡村上線

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

区　　　　　　　　　　間 旧新の別 敷地の幅員 延　　長

鶴岡市馬場町９番２地先から

同　　　　　　　　　　まで
旧

27.0メートル

～ 　

16.2　
６

メートル

同　　　　　　　　　　上 新
29.4メートル

～ 　

17.1　
同　上

山形県告示第693号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において令和４年９月２日から同月16日まで縦覧に供する。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　道路の種類　　県道

２　路　線　名　　鶴岡村上線

３　変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長
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区　　　　　　　　　　間 旧新の別 敷地の幅員 延　　長

鶴岡市砂川字村下７番１地先から

同　　　 　　　 45番地先まで
旧

12.8メートル

～ 　

11.5　
５

メートル

同　　　　　　　　　　上 新
12.8メートル

～ 　

11.5　
同　上

公　　　　　告

　砂利採取法（昭和43年法律第74号）第15条第１項の規定により、令和４年度砂利採取業務主任者試験を次のとお

り実施する。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　試験の日時及び場所

　（1）日　時　令和４年11月11日（金）　午前10時から正午まで

　（2）場　所　山形県工業技術センター　講堂　山形市松栄二丁目２番１号

２　受験手続

　受験願書を令和４年10月３日（月）から同月14日（金）までの間に山形市松波二丁目８番１号産業労働部産業

創造振興課に提出すること（郵送による提出の場合は、同月14日（金）までの消印のあるものに限り受け付け

る。）。

３　その他

　詳細については、産業労働部産業創造振興課鉱山鉱害防止・計量担当(電話023(630)2361)に問い合わせること。

　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第46条第２項及び第４項並びに職業能力開発促進法施行令（昭和44

年政令第258号）第２条の規定により、同法第44条第１項の規定による令和４年度後期実施技能検定を山形県職業

能力開発協会が次のとおり実施する。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　技能検定の実施職種

　(1) 特級

検　　　定　　　職　　　種

鋳 造

金 属 熱 処 理

機 械 加 工

放 電 加 工

金 型 製 作

金 属 プ レ ス 加 工

工 場 板 金
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め っ き

仕 上 げ

機 械 検 査

ダ イ カ ス ト

電 子 機 器 組 立 て

電 気 機 器 組 立 て

半 導 体 製 品 製 造

プ リ ン ト 配 線 板 製 造

自 動 販 売 機 調 整

光 学 機 器 製 造

内 燃 機 関 組 立 て

空 気 圧 装 置 組 立 て

油 圧 装 置 調 整

建 設 機 械 整 備

婦 人 子 供 服 製 造

紳 士 服 製 造

プ ラ ス チ ッ ク 成 形

パ ン 製 造

　(2) １級及び２級

検　　　定　　　職　　　種 検　　　定　　　作　　　業

さ く 井 ロ ー タ リ ー 式 さ く 井 工 事 作 業

工 場 板 金 機 械 板 金 作 業

数 値 制 御 タ レ ッ ト パ ン チ プ レ ス 板 金 作 業

機 械 検 査 機 械 検 査 作 業
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電 気 機 器 組 立 て シ ー ケ ン ス 制 御 作 業

半 導 体 製 品 製 造 集 積 回 路 チ ッ プ 製 造 作 業

集 積 回 路 組 立 て 作 業

プ リ ン ト 配 線 板 製 造 プ リ ン ト 配 線 板 製 造 作 業

鉄 道 車 両 製 造 ・ 整 備 鉄 道 車 両 点 検 ・ 調 整 作 業

光 学 機 器 製 造 光 学 機 器 組 立 て 作 業

空 気 圧 装 置 組 立 て 空 気 圧 装 置 組 立 て 作 業

油 圧 装 置 調 整 油 圧 装 置 調 整 作 業

農 業 機 械 整 備 農 業 機 械 整 備 作 業

冷 凍 空 気 調 和 機 器 施 工 冷 凍 空 気 調 和 機 器 施 工 作 業

婦 人 子 供 服 製 造 婦 人 子 供 既 製 服 縫 製 作 業

和 裁 和 服 製 作 作 業

機 械 木 工 機 械 木 工 作 業

プ リ プ レ ス Ｄ Ｔ Ｐ 作 業

建 築 大 工 大 工 工 事 作 業

か わ ら ぶ き か わ ら ぶ き 作 業

配 管 建 築 配 管 作 業

厨
ちゅう

房 設 備 施 工 厨 房 設 備 施 工 作 業

型 枠 施 工 型 枠 工 事 作 業

鉄 筋 施 工 鉄 筋 施 工 図 作 成 作 業

鉄 筋 組 立 て 作 業

コ ン ク リ ー ト 圧 送 施 工 コ ン ク リ ー ト 圧 送 工 事 作 業
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防 水 施 工 ア ス フ ァ ル ト 防 水 工 事 作 業

合 成 ゴ ム 系 シ ー ト 防 水 工 事 作 業

塩 化 ビ ニ ル 系 シ ー ト 防 水 工 事 作 業

改質アスファルトシートトーチ工法防水工事作業

樹 脂 接 着 剤 注 入 施 工 樹 脂 接 着 剤 注 入 工 事 作 業

カ ー テ ン ウ ォ ー ル 施 工 金 属 製 カ ー テ ン ウ ォ ー ル 工 事 作 業

ガ ラ ス 施 工 ガ ラ ス 工 事 作 業

機 械 ・ プ ラ ン ト 製 図 機 械 製 図 手 書 き 作 業

機 械 製 図 Ｃ Ａ Ｄ 作 業

電 気 製 図 配 電 盤 ・ 制 御 盤 製 図 作 業

金 属 材 料 試 験 組 織 試 験 作 業

塗 装 鋼 橋 塗 装 作 業

舞 台 機 構 調 整 音 響 機 構 調 整 作 業

　(3) ３級

検　　　定　　　職　　　種 検　　　定　　　作　　　業

機 械 加 工 普 通 旋 盤 作 業

機 械 検 査 機 械 検 査 作 業

電 子 機 器 組 立 て 電 子 機 器 組 立 て 作 業

電 気 機 器 組 立 て シ ー ケ ン ス 制 御 作 業

冷 凍 空 気 調 和 機 器 施 工 冷 凍 空 気 調 和 機 器 施 工 作 業

和 裁 和 服 製 作 作 業

家 具 製 作 家 具 手 加 工 作 業

建 築 大 工 大 工 工 事 作 業

配 管 建 築 配 管 作 業
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型 枠 施 工 型 枠 工 事 作 業

鉄 筋 施 工 鉄 筋 施 工 図 作 成 作 業

鉄 筋 組 立 て 作 業

テ ク ニ カ ル イ ラ ス ト レ ー シ ョ ン テ ク ニ カ ル イ ラ ス ト レ ー シ ョ ン Ｃ Ａ Ｄ 作 業

機 械 ・ プ ラ ン ト 製 図 機 械 製 図 手 書 き 作 業

機 械 製 図 Ｃ Ａ Ｄ 作 業

電 気 製 図 配 電 盤 ・ 制 御 盤 製 図 作 業

　(4) 単一等級

検　　　定　　　職　　　種 検　　　定　　　作　　　業

バ ル コ ニ ー 施 工 金 属 製 バ ル コ ニ ー 工 事 作 業

２　技能検定試験手数料

　(1) 実技試験手数料　

　　　平成12年３月県告示第303号（実技試験に係る技能検定試験手数料の額）に定める額

　(2) 学科試験手数料　3,100円

３　技能検定の期日及び場所

区　　分 期　　　　　　　　　　　　　　日 場　　　　　　　所

実　技　試　験 令和４年12月５日（月）から令和５年２月12日（日）までの間に

おいて山形県職業能力開発協会が指定する日

山形県職業能力開発協会が

指定する場所

学　科　試　験 令和５年１月22日（日）

１級及び２級

機械検査、電気機器組立て、婦人子供服製造、配管、型枠施工、

ガラス施工、金属材料試験

３級

電気機器組立て、配管、型枠施工

令和５年１月29日（日）

特級

鋳造、金属熱処理、機械加工、放電加工、金型製作、金属プレス

加工、工場板金、めっき、仕上げ、機械検査、ダイカスト、電子機

器組立て、電気機器組立て、半導体製品製造、プリント配線板

製造、自動販売機調整、光学機器製造、内燃機関組立て、空気圧

装置組立て、油圧装置調整、建設機械整備、婦人子供服製造、紳

士服製造、プラスチック成形、パン製造

１級及び２級

さく井、工場板金、鉄道車両製造・整備、油圧装置調整、農業機

械整備、冷凍空気調和機器施工、和裁、機械木工、厨房設備施

工、防水施工、カーテンウォール施工、機械・プラント製図
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３級

冷凍空気調和機器施工、和裁、家具製作、機械・プラント製図

単一等級

バルコニー施工

令和５年２月１日（水）

１級及び２級

舞台機構調整

令和５年２月５日（日）

１級及び２級

半導体製品製造、プリント配線板製造、光学機器製造、空気圧

装置組立て、プリプレス、建築大工、かわらぶき、鉄筋施工、コ

ンクリート圧送施工、樹脂接着剤注入施工、電気製図、塗装

３級

機械加工、機械検査、電子機器組立て、建築大工、鉄筋施工、テ

クニカルイラストレーション、電気製図

４　受検手続

　技能検定受検申請書を令和４年10月３日（月）から同月14日（金）までの間に山形市松栄二丁目２番１号山形

県職業能力開発協会に提出すること。

５　その他

　詳細については、産業労働部雇用・産業人材育成課産業人材育成担当（電話番号023(630)2378）又は山形県職

業能力開発協会（電話番号023(644)8562）に問い合わせること。

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、除雪ドーザ14トン級の調達について、一般競

争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁入札室（16階）

　(2) 日時　令和４年10月13日（木）　午後１時30分

２　入札に付する事項

　(1) 調達をする物品の名称及び数量　除雪ドーザ14トン級　１台

  (2) 調達をする物品の仕様等　仕様書による。

　(3) 納入期限　令和６年３月29日（金）

　(4) 納入場所　東根市大字羽入字柏原新林3008番地　山形空港

　(5) 入札方法　総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

　(2) 令和４年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（令和４年１月

25日付け県公報第275号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

　(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

　　イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその
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支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

　　ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

　　ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

　　ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

　　ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

　(5) 当該調達物品又はこれと同機種の物品を製造した実績又は納入した実績があることを証明できること。

　(6) 当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス及びメンテナンスを行う体制が整備できることを証明できる

こと。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1) 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市松波二丁目８番１号　山形県会計局会計課調達担当　電話番号023(630)2724

　(2) 入札説明書及び仕様書の交付場所等　山形県会計局会計課調達担当で交付するほか山形県のホームページ

（https://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金　免除する。

　(2) 契約保証金　契約金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り上げた金額）以上の額。ただし、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」とい

う。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

　(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を令和４年９月26日（月）午前11時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月16日（金）午

前11時までに山形県会計局会計課調達担当に提出するとともに、併せて３の(5)及び(6)に係る事項を証する書

類並びに２の(1)の物品の仕様に適合するものとして作成した応札に係る物品の仕様書（以下「応札物品仕様

書」という。）及び競争入札に係る応札物品仕様書等審査申請書を提出すること。

　(2) (1)により提出された応札物品仕様書については、２の(1)の物品の仕様に適合しているかどうかを審査し、

審査の結果適合しないと認められた場合は、当該応札物品仕様書を提出した者は、この入札に参加することが

できない。

　(3) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(4) この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(5) 詳細については入札説明書による。

10　Summary

　(1) Nature and quantity of the products to be purchased:14ton Snow Removal Wheel Loader Quantity: 1

　(2) Time-limit for tender: 1:30 P.M. October 13,2022

　(3) Contact point for the notice: Commodity Supplies Section,Accounting Division,Treasury Bureau, 

Yamagata Prefectural Government,8-1 Matsunami 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken 990-8570 Japan TEL 
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023(630)2724

　令和５年度山形県立東桜学館中学校の入学者を次のとおり募集する。

　　令和４年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山 形 県 教 育 委 員 会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教 育 長　　髙　　　橋　　　広　　　樹

学　校　名 入学定員 特　　記

山形県立東桜学館中学校 99 男女別の内訳は同数程度

（注）入学者志願に係る詳細については別記「令和５年度山形県立東桜学館中学校の入学志願要項」に定めると

ころによる。

別記

令和５年度山形県立東桜学館中学校の入学志願要項

１ 志願資格

　(1) 次のいずれかに該当する者とする。

　　①　令和５年３月に小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部（以下「小学校等」とい

う。）を卒業見込みの者で、保護者（親権を行う者又は後見人）とともに山形県内に住所を有する者

　　②　山形県教育委員会教育長が特別に志願を許可した者

　(2) (1)の②については、次の条件のいずれかを満たす場合とする。

　　①　県外の小学校等を令和５年３月に卒業見込みの者で、保護者の転勤や新居建築等に伴う一家転住等によ

り、入学までに山形県内に住所を有する者

　　②　県外の小学校等を令和５年３月に卒業見込みの者で、保護者の長期海外出張等、特別な事情により、入学

までに山形県内の住所を有する親族と同居する者

　　③　文部科学大臣が小学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設を令和５年３月に修

了見込みの者で、入学までに山形県内に住所を有する者

　　④　最終学校が外国の現地校であり、平成22年４月２日から平成23年４月１日の間に生まれ、入学までに山形

県内に住所を有する者

２　通学区域　　県下一円

３　出願に必要な書類及び提出期間

　(1) 共通に必要な書類

　　①入学願書　②調査書　③志願理由書　④入学確約書

　(2) 個別に必要な書類

　　①県外等からの志願許可書

　(3) 提出期間

　出願に必要な書類は、令和４年11月28日(月)から同年12月２日(金)午後３時までに山形県立東桜学館中学校

長まで提出する。

４　選抜及び選抜結果通知書の発送

　選抜は、山形県立東桜学館中学校の教育理念を踏まえ、調査書、適性検査、作文及び面接等に基づき、志願者

の能力や適性等を総合的に判定して行う。

　(1) 適性検査、作文、面接は、令和５年１月７日(土)に山形県立東桜学館中学校・高等学校で行う。

　(2) 選抜結果通知書は、令和５年１月13日(金)に発送する。

５　その他

　　細部については、令和５年度山形県立東桜学館中学校入学者選抜実施要項によるものとする。

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、山形県立図書館情報システムに係るハード

ウェア等賃貸借及び保守業務の調達について、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政
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令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和４年９月２日

山形県立図書館長　　村　　　形　　　弘　　　也

１　入札の場所及び日時

　(1) 場所　山形市緑町一丁目２番36号　山形県立図書館　研究室（２階）

　(2) 日時　令和４年10月13日（木）　午前10時

２　入札に付する事項  

　(1) 調達をする特定役務の名称及び数量

　　　山形県立図書館情報システムに係るハードウェア等賃貸借及び保守業務　一式

　(2) 調達をする特定役務の仕様等　入札仕様書による。

　(3) 契約期間 契約締結の日から令和12年２月28日まで

　(4) 納入場所 入札仕様書による。

　(5) 入札方法  総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

　(2) 令和４年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（令和４年１月

25日付け県公報第275号）により公示された資格を有すること。

　(3) 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

　(4) 次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

　　イ　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

　　ロ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

　　ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

　　ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

　　ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び入札仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1) 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市緑町一丁目２番36号　山形県立図書館企画課企画担当　電話023(631)2523

　(2) 入札説明書及び入札仕様書の交付場所等　山形市緑町一丁目２番36号　山形県立図書館企画課企画担当で交

付するほか、山形県のホームページ（https://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1) 入札保証金  免除する。

　(2) 契約保証金  契約金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り上げた金額）以上の額。ただし、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号。以下「規則」とい

う。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者決定の方法

　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限
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る）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

　(1) この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を令和４年９月26日（月）午後４時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月20日（火）午

後４時までに山形県立図書館企画課企画担当に提出するとともに、併せて２の(1)の役務の仕様に適合するも

のとして作成した応札に係る役務の仕様書（以下「応札役務仕様書」という。）及び競争入札に係る応札役務

仕様書等審査申請書を提出すること。

　(2) (1)により提出された応札役務仕様書については、２の(1)の役務の仕様に適合しているかどうかを審査し、

審査の結果適合しないと認められた場合は、当該応札役務仕様書を提出した者は、この入札に参加することが

できない。

　(3) この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定め、再委託の禁止に関する定め並びに個人情報の保護に関する定めを設けるものとす

る。

　(4) この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(5) 詳細については入札説明書による。

10 Summary

　(1) Nature and quantity of services to be required: Lease and maintenance service for Yamagata 

Prefectural Library information system, 1 set

　(2) Time-limit for tender: 10:00 A.M. October 13, 2022

　(3) Contact point for the notice: Manager, Planning Division, Yamagata Prefectural Library, 2-36 

Midori-cho 1-chome, Yamagata-shi, Yamagata-ken 990-0041 Japan TEL 023(631)2523

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第１項、第２項及び第４項の規定により、令和４年４月及び同年７

月に実施した監査の結果に関する報告について、同条第９項の規定により次のとおり公表する。

　　令和４年９月２日

山形県監査委員　　森　　　谷　　　仙　一　郎

山形県監査委員　　星　　　川　　　純　　　一

山形県監査委員　　松　　　田　　　義　　　彦

山形県監査委員　　海　老　名　　　信　　　乃

第１　監査の概要

　(1) 監査の基準

　　　山形県監査委員監査基準（令和２年４月県監査委員訓令第１号）に準拠して実施

　(2) 監査の種類

　　　財務監査（定期監査）

　(3) 監査の対象及び着眼点（評価項目）

　　　財務等に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているか

　(4) 監査の実施内容

　　　関係書類を調査するとともに、監査対象機関の長等から説明を聴取するなどの方法により実施

第２　監査実施状況

　監査は、監査対象機関37箇所について、次のとおり実施した。

監 査 対 象 機 関 実 施 年 月 日 担 当 監 査 委 員

新 庄 北 高 等 学 校 令和４年４月26日 松田委員 ―
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こ こ ろ の 医 療 セ ン タ ー 令和４年７月８日 星川委員 松田委員

最 上 総 合 支 庁 総 務 企 画 部 令和４年７月19日 星川委員 松田委員

最 上 総 合 支 庁 保 健 福 祉 環 境 部 令和４年７月19日 星川委員 松田委員

最 上 総 合 支 庁 産 業 経 済 部 令和４年７月19日 星川委員 松田委員

最 上 総 合 支 庁 建 設 部 令和４年７月19日 星川委員 松田委員

新 庄 病 院 令和４年７月19日 星川委員 松田委員

置 賜 総 合 支 庁 総 務 企 画 部 令和４年７月19日 森谷委員 海老名委員

置 賜 総 合 支 庁 保 健 福 祉 環 境 部 令和４年７月19日 森谷委員 海老名委員

置 賜 総 合 支 庁 産 業 経 済 部 令和４年７月19日 森谷委員 海老名委員

置 賜 総 合 支 庁 建 設 部 令和４年７月19日 森谷委員 海老名委員

庄 内 総 合 支 庁 総 務 企 画 部 令和４年７月20日 星川委員 松田委員

庄 内 総 合 支 庁 保 健 福 祉 環 境 部 令和４年７月20日 星川委員 松田委員

庄 内 総 合 支 庁 産 業 経 済 部 令和４年７月20日 星川委員 松田委員

庄 内 総 合 支 庁 建 設 部 令和４年７月20日 星川委員 松田委員

村 山 総 合 支 庁 総 務 企 画 部 令和４年７月20日 森谷委員 海老名委員

村 山 総 合 支 庁 保 健 福 祉 環 境 部 令和４年７月20日 森谷委員 海老名委員

村 山 総 合 支 庁 産 業 経 済 部 令和４年７月20日 森谷委員 海老名委員

村 山 総 合 支 庁 建 設 部 令和４年７月20日 森谷委員 海老名委員

中 央 病 院 令和４年７月20日 森谷委員 海老名委員

河 北 病 院 令和４年７月21日 松田委員 ―

企 業 局 令和４年７月25日

森谷委員 海老名委員

松田委員 ―

病 院 事 業 局 令和４年７月25日

森谷委員 海老名委員

松田委員 ―
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く ら す べ 山 形 魅 力 発 信 課 令和４年７月28日 星川委員 松田委員

消 費 生 活 ・ 地 域 安 全 課 令和４年７月28日 星川委員 松田委員

食 品 安 全 衛 生 課 令和４年７月28日 星川委員 松田委員

新 型 コ ロ ナ 対 策 認 証 推 進 課 令和４年７月28日 星川委員 松田委員

環 境 企 画 課 令和４年７月28日 森谷委員 海老名委員

エ ネ ル ギ ー 政 策 推 進 課 令和４年７月28日 森谷委員 海老名委員

循 環 型 社 会 推 進 課 令和４年７月28日 森谷委員 海老名委員

市 町 村 課 令和４年７月29日 星川委員 松田委員

や ま が た 幸 せ デ ジ タ ル 推 進 課 令和４年７月29日 星川委員 松田委員

防 災 危 機 管 理 課 令和４年７月29日 星川委員 松田委員

消 防 救 急 課 令和４年７月29日 星川委員 松田委員

水 大 気 環 境 課 令和４年７月29日 森谷委員 海老名委員

み ど り 自 然 課 令和４年７月29日 森谷委員 海老名委員

子 ど も 保 育 支 援 課 令和４年７月29日 森谷委員 海老名委員

第３　監査の結果

　是正又は改善を要する事項は次のとおりであり、それらを除いては、上記により監査した限りにおいて、監査の

対象となった事務が法令に適合し、正確に行われている。

　(1) 指摘事項

　　　監査において、是正又は改善を要するとして指摘したものは、次のとおりである。

　　イ　新庄北高等学校

　　　(ｲ) 前年度会計の監査において指摘された事項について、改善を行っていないもの

　　　　 （内容）

　　　　　支出事務が適切でないもの

　　　　　請求書を受理しているにもかかわらず、支払期限内に支払をしていないもの　５件　合計3,502,524円

　　　　　主な事例は以下のとおり

　　　　　　令和２年度除雪及び排雪業務委託（令和３年１月分）

　　　　　　　請求書受理日　令和３年２月８日

　　　　　　　支払期限　　　令和３年３月９日

　　　　　　　支払日　　　　令和３年４月30日

　　　　　　　支出額　　　　1,327,700円

　　　(ﾛ) 収入事務が適切でないもの

　　　　 （内容）

　　　　　納入義務者に対し納入の通知をせず、職員が私費により納付したもの　14件　合計58,981円

　　　　　主な事例は以下のとおり

　　　　　　土地建物貸付収入（自動販売機の令和４年１月分電気料）
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　　　　　　　金額　7,489円

　　　(ﾊ) 支出事務が適切でないもの

　　　　 （内容）

　請求書提出の催促等の適切な事務を行わず、未請求を理由に代金の支払を検査が完了した日から４箇月

を超えてしていないもの　３件　合計3,798,300円

　　　　　主な事例は以下のとおり

　　　　　　新庄北高等学校最上校高圧気中開閉器更新工事

　　　　　　　検査日　　　　令和３年10月29日

　　　　　　　請求書受理日　令和４年４月１日

　　　　　　　支払日　　　　令和４年４月15日

　　　　　　　支出額　　　　698,500円

　　ロ　最上総合支庁建設部

　　　(ｲ) 収入の調定が適切でないもの

　　　　 （内容）

　　　　ａ　調定額及び収入額を誤った10万円以上のもの　１件

　　　　　　　道路占用料（令和３年度納入分）

　　　　　　　　誤調定額　8,364,870円

　　　　　　　　正調定額　8,109,920円

　　　　　　　　差額　　　　254,950円

　　　　ｂ　調定額及び収入額を誤った１万円以上のもの　２件　合計137,820円

　　　　　　主な事例は以下のとおり

　　　　　　　道路占用料（令和３年度納入分）

　　　　　　　　誤調定額　3,015,340円

　　　　　　　　正調定額　2,925,310円

　　　　　　　　差額　　　　 90,030円

　　　　ｃ　調定額及び収入額を誤った１万円未満のもの　30件　合計26,080円

　　　　　　主な事例は以下のとおり

　　　　　　　道路占用料（令和３年度納入分）

　　　　　　　　誤調定額　　335,790円

　　　　　　　　正調定額　　327,560円

　　　　　　　　差額　　　　  8,230円

　　　(ﾛ) 業者の選定・決定が適切でないもの

　　　　 （内容）

　見積合わせによる業者決定後に基準価格区分の設定誤りが判明し、決定を取り消したもの　１件

　令和３年度高坂ダム管理費（最上）高坂ダム予備発電機点検業務委託

　　ハ　置賜総合支庁総務企画部

　　　(ｲ) 未収金等の債権の管理が適切でないもの

　　　　 （内容）

　　　　　催告など、債権の収納促進を正当な理由もなく行っていないもので、３万円以上のもの　１件

　　　　　土地建物使用料（使用許可に伴う令和３年４月分光熱水費）

　　　　　　納期限　令和３年５月31日

　　　　　　納入日　令和３年９月15日

　　　　　　金額　　256,738円

　　ニ　村山総合支庁保健福祉環境部

　　　(ｲ) 関係法令等に準拠して適正に処理されていないもの

　　　　 （内容）

　児童扶養手当の認定にあたり、児童扶養手当法に基づく養育費の取扱い又は障害基礎年金等に係る算定

を誤ったもの　５件　合計478,250円

　　　　　主な事例は以下のとおり

　　　　　　誤認定額 　94,120円
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　　　　　　正認定額　329,750円

　　　　　　追給額　　235,630円

　　ホ　村山総合支庁建設部

　　　(ｲ) 支出事務が適切でないもの

　　　　 （内容）

　請求書を受理しているにもかかわらず、支払期限から３箇月を超えて遅延しているもの １件

　山形県自転車道海味交通広場・西海味交通広場水道開閉手数料

　　　　　　請求書受理日　令和３年12月17日

　　　　　　支払期限　　　令和３年12月28日

　　　　　　支払日　　　　令和４年４月19日

　　　　　　支出額　　　　2,000円

　　　(ﾛ) 入札事務が適切でないもの

　　　　 （内容）

　落札決定後に予定価格算定の誤りが判明し、落札決定を取り消したもの　１件

　　　　　令和２年度（明許）河川整備補助事業（防災安全・国補正）須川築堤詳細設計（前明石工区）業務委託

　　へ　中央病院

　　　(ｲ) 執行管理体制が適切でないもの

　　　　 （内容）

　諸手当の支給誤りが多数発生するなど、内部けん制が的確に機能していないもの

　扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当について認定等を誤り、追給又は

返納を要するもの　14件　合計905,429円

　主な事例は以下のとおり

　　　　　　住居手当（令和３年６月から令和４年５月支給分）

　　　　　　　既支給額　336,000円

　　　　　　　正支給額　　　　0円

　　　　　　　要返納額　336,000円

　　ト　水大気環境課

　　　(ｲ) 支出負担行為が適切でないもの

　　　　 （内容）

　支出負担行為が次年度に行われ、かつ、支払期限から３箇月を超えて遅延しているもの

　令和３年度「里の名水・やまがた百選」選定書作成

　　　　　　請書受理日　　令和３年11月５日

　　　　　　納品検査日　　令和３年11月30日

　　　　　　請求書受理日　令和３年11月30日

　　　　　　支払期限　　　令和３年12月14日

　　　　　　支出伺日　　　令和４年６月17日

　　　　　　支払日　　　　令和４年６月24日

　　　　　　支出額　　　　183,480円（次年度予算で支出）

　　チ　みどり自然課

　　　(ｲ) 契約の締結又は履行が適切でないもの

　　　　 （内容）

　建設工事請負契約において、建設工事請負契約約款による契約保証金を徴すべきところ、徴していない

もの　１件

　令和２年度（２月補正）環境保全施設整備事業磐梯朝日国立公園念仏ヶ原避難小屋及び狐穴避難小屋壁

面部材等補修工事

　　　　　　契約金額　　　1,277,100円

　　　　　　要契約保証金　　127,710円

　　　(ﾛ) 補助金等の交付事務が適切でないもの

　　　　 （内容）

ａ　実績報告日から額の確定日までの期間が３箇月以上のもの　２件
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　　　　　　主な事例は以下のとおり

　　　　　　　令和３年度山形県野生イノシシ捕獲等ＣＳＦ（豚熱）緊急防疫対策事業費補助金

　　　　　　　　実績報告日　令和３年９月７日

　　　　　　　　額の確定日　令和４年１月６日

ｂ　実績報告日から額の確定日までの期間が２箇月以上のもの　１件

　　　　　　令和３年度山形県野生イノシシ捕獲等ＣＳＦ（豚熱）緊急防疫対策事業費補助金　

　　　　　　　実績報告日　令和３年10月15日

　　　　　　　額の確定日　令和４年１月６日

ｃ　実績報告期限から実績報告日までの期間が２箇月以上のもの　１件

　　　　　　令和３年度山形県野生イノシシ捕獲等ＣＳＦ（豚熱）緊急防疫対策事業費補助金

　　　　　　　実績報告期限　令和３年９月26日

　　　　　　　実績報告日　　令和３年12月２日

　(2) 注意事項

　　　監査において、是正又は改善を要するとして注意したものは、次のとおりである。

　　イ　収　入

(ｲ) 課税額を誤った１万円以上のもの（村山総合支庁総務企画部、置賜総合支庁総務企画部、庄内総合支庁

総務企画部）

(ﾛ) 調定手続が調定すべき日から１箇月を超えて遅延した１万円以上のもの（防災危機管理課、村山総合支

庁総務企画部、最上総合支庁産業経済部、置賜総合支庁総務企画部、新庄北高等学校）

　　ロ　支　出

(ｲ) 請求書を受理しているにもかかわらず、支払期限内に支払をしていないもの（市町村課、やまがた幸せ

デジタル推進課、水大気環境課、みどり自然課、村山総合支庁総務企画部、新庄病院）

(ﾛ) 旅費支給について、正当な理由もなく支払を旅行の最終日から２箇月を超えて遅延しているものが相当

数あるもの（新庄北高等学校）

　　ハ　契　約

(ｲ) 入札事務等が適切でなく、入札開始後に入札を取り止めたもの（村山総合支庁産業経済部、庄内総合支

庁産業経済部）

(ﾛ) 特定調達契約に係る随意契約の相手方決定の公告を行っていないもの（消防救急課）

(ﾊ) 建設工事請負契約において、工期の延長を行っているにもかかわらず、契約保証期間の変更手続が行わ

れていないもの（最上総合支庁産業経済部）

　　ニ　補助金

(ｲ) 交付申請日から交付決定日まで、実績報告日から額の確定日まで、額の確定日から支払までの期間が、

いずれか２箇月以上のもの（水大気環境課、子ども保育支援課、置賜総合支庁保健福祉環境部）

(ﾛ) 補助金の交付額が３割を超える減額となるにもかかわらず、交付要綱に規定する変更の承認手続を行っ

ていないもの（最上総合支庁保健福祉環境部）

　　ホ　その他

(ｲ) 前年度会計の監査において指導された事項について、措置又は改善を行っていないもの（みどり自然

課、庄内総合支庁総務企画部、新庄病院）
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